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362
億円 

（前年度比2.3％増） 

市
民
参
画
と
安
全
安
心
の
ま
ち
づ
く
り 

持
続
可
能
な
財
政
構
造
へ
の
転
換 

　
平
成
十
九
年
度
一
般
会
計
の
予
算

規
模
は
、
三
百
六
十
二
億
円
で
、
丸

亀
市
行
財
政
改
革
推
進
計
画
お
よ
び

丸
亀
市
財
政
健
全
化
計
画
の
進
行
管

理
の
下
、
前
年
度
か
ら
三
年
間
の
集

中
財
政
再
建
期
間
の
中
間
年
と
し
て
、 

引
き
続
き
徹
底
し
た
歳
出
予
算
の
圧

縮
を
図
る
と
と
も
に
、
一
方
で
は
合

併
特
例
債
な
ど
を
活
用
し
た
安
全
安

心
の
ま
ち
づ
く
り
の
計
画
的
な
推
進

な
ど
に
取
り
組
ん
だ
結
果
、
平
成
十

八
年
度
と
比
較
し
、
金
額
で
八
億
二

千
万
円
、
率
に
し
て
約
二
・
三
％
の

増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
な
お
、
合
併
特
例
債
活
用
事
業
お

よ
び
退
職
手
当
を
除
く
前
年
度
当
初

予
算
比
較
で
は
、
人
件
費
な
ど
の
抑

制
に
よ
り
、
金
額
で
約
十
三
億
円
、

率
に
し
て
約
三
・
八
％
の
減
額
予
算

と
な
っ
て
お
り
、
持
続
可
能
な
財
政

構
造
へ
の
転
換
が
進
展
し
て
い
る
と

こ
ろ
で
す
。 

　
歳
入
の
う
ち
市
税
は
、

約
百
三
十
四
億
九
千
百
万

円
で
、
国
の
三
位
一
体
改
革
に
よ
る

税
源
移
譲
の
実
施
お
よ
び
定
率
減
税

の
廃
止
な
ど
に
よ
る
個
人
市
民
税
の

増
収
に
よ
り
、
金
額
で
約
十
二
億
五

千
百
万
円
、
率
に
し
て
約
一
〇
・
二

％
の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
地
方
交
付
税
は
、
地
方
財
政
計
画

に
基
づ
き
、
前
年
度
当
初
予
算
額
と

同
額
程
度
を
計
上
し
て
い
ま
す
。 

　
地
方
譲
与
税
お
よ
び
各
種
交
付
金

は
、
税
源
移
譲
の

実
施
に
伴
う
所
得

譲
与
税
の
廃
止
な

ど
に
伴
い
、
前
年

度
と
比
較
し
、
金

額
で
約
八
億
円
、

率
に
し
て
約
二
八
・

一
％
の
減
少
と
な

っ
て
い
ま
す
。 

　
こ
れ
ら
を
踏
ま

え
て
、
主
要
一
般

財
源
の
総
額
で
は

微
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。 

　
ま
た
、
競
艇
事

業
収
入
に
つ
い
て

は
、
平
成
十
六
年
度
の
赤
字
決
算
を

踏
ま
え
た
経
営
改
善
の
結
果
、
平
成

十
五
年
度
か
ら
四
年
ぶ
り
の
予
算
計

上
と
な
り
ま
し
た
が
、
額
的
に
は
二

千
万
円
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
引
き

続
き
本
市
の
財
政
環
境
は
極
め
て
厳

し
い
も
の
が
あ
り
ま
す
。 

　
こ
の
た
め
、
各
種
事
務
事
業
の
推

進
に
つ
い
て
は
、
国
・
県
支
出
金
を

は
じ
め
と
す
る
特
定
財
源
の
確
保
や

安
全
安
心
の
ま
ち
づ
く
り
の
財
源
と

し
て
合
併
特
例
債
の
活
用
を
図
っ
た

と
こ
ろ
で
す
が
、
な
お
財
源
不
足
は

避
け
ら
れ
ず
、
財
政
調
整
基
金
の
ほ

ぼ
全
額
の
十
億
円
を
取
り
崩
す
と
と

も
に
、
新
た
に
退
職
手
当
債
を
計
上

す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。 

　
歳
出
予
算
の
う
ち
義
務

的
経
費
は
、人
件
費
、扶
助

費
、
公
債
費
の
合
計
が
約
百
八
十
八

億
三
千
五
百
万
円
で
歳
出
全
体
の
約

五
二
・
〇
％
を
占
め
て
お
り
、前
年
度

に
比
べ
金
額
で
約
九
千
二
百
万
円
、

率
に
し
て
約
〇
・
五
％
の
増
加
と
な

っ
て
い
ま
す
。
そ
の
う
ち
人
件
費
は
、

定
員
適
正
化
計
画
に
基
づ
く
退
職
者

の
原
則
不
補
充
に
よ
る
減
員
効
果
や

平
成
十
八
年
度
か
ら
平
成
二
十
年
度

ま
で
の
三
年
間
の
時
限
的
措
置
と
し

て
の
特
別
職
お
よ
び
一
般
職
の
給
与

カ
ッ
ト
な
ど
に
よ
り
、
退
職
手
当
を

除
く
人
件
費
総
額
で
は
、
前
年
度
当 

初
予
算
額
と
比
較
し
、
金
額
で
約
一

億
九
千
五
百
万
円
、
率
に
し
て
約
二
・

四
％
の
減
額
と
な
っ
た
ほ
か
、
公
債

費
も
償
還
ピ
ー
ク
を
過
ぎ
た
こ
と
か

ら
減
額
傾
向
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
一
方
、
人
件
費
の
う
ち
退
職
手
当

は
、
平
成
十
八
年
度
か
ら
大
量
定
年

退
職
期
（
平
成
二
十
三
年
度
ま
で
の

六
年
間
）
を
迎
え
る
こ
と
か
ら
、
定

年
退
職
者
分
の
み
の
計
上
で
金
額
は
、

十
一
億
八
千
二
百
万
円
（
前
年
度
当

初
予
算
と
比
較
し
二
億
千
四
百
万
円

の
増
加
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
加
え
て
扶
助
費
に
つ
い
て
は
、
一

部
の
市
単
独
扶
助
費
の
見
直
し
に
よ

り
抑
制
を
図
っ
た
も
の
の
、
高
齢
化

の
進
展
に
伴
う
自
然
増
や
、
国
の
少

子
化
対
策
と
し
て
の
児
童
手
当
の
拡

充
な
ど
に
よ
り
増
加
は
避
け
ら
れ
ず
、

前
年
度
当
初
予
算
と
比
較
し
、
金
額

で
約
二
億
千
六
百
万
円
、
率
に
し
て

約
三
・
七
％
の
増
額
と
な
っ
て
い
ま

す
。 

　
投
資
的
経
費
に
つ
い
て
は
、
総
額

で
約
四
十
四
億
八
千
八
百
万
円
と
な

り
、前
年
度
と
比
べ
、金
額
で
約
十
億

七
千
六
百
万
円
、
率
に
し
て
約
三
一
・

六
％
の
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

こ
れ
は
今
年
度
か
ら
ス
タ
ー
ト
す
る

総
合
計
画
に
基
づ
き
、
安
全
安
心
の

ま
ち
づ
く
り
と
し
て
、学
校
施
設
、道

路
、
消
防
防
災
施
設
な
ど
の
整
備
に

国
・
県
補
助
金
お
よ
び
合
併
特
例
債

を
活
用
し
、
計
上
し
た
こ
と
に
よ
る

も
の
で
す
。 

           

　
当
初
予
算
段
階
の
経
常
収
支
比
率

（
財
政
構
造
の
弾
力
性
を

示
す
指
数
）
は
、
財
政
分

析
手
法
の
変
更
に
よ
り
一

〇
〇
・
三
％
と
な
り
ま
す

が
、
実
質
的
に
は
前
年
度

と
比
較
し
、
二
・
七
％
の

改
善
と
な
り
ま
す
。 

　
依
然
と
し
て
、
厳
し
い

財
政
事
情
に
変
わ
り
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
三
年
間
の

集
中
財
政
再
建
期
間
の
中

間
年
と
し
て
、
平
成
十
八

年
度
に
引
き
続
き
、
着
実

に
財
政
構
造
が
改
善
し
て

い
る
と
こ
ろ
で
す
。 

　
特
別
会
計
に
つ
い

て
は
、
競
艇
事
業
会

計
を
は
じ
め
九
会
計
の
総
額
は
九
百

五
十
八
億
六
千
九
百
五
十
万
円
で
、

前
年
度
と
比
べ
、
金
額
で
十
九
億
五

千
五
百
十
万
円
、
率
に
し
て
二
・
〇

％
の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ

れ
は
競
艇
事
業
会
計
に
お
い
て
前
年

度
に
Ｓ
Ｇ
レ
ー
ス
の
開
催
が
あ
っ
た

こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。 

　
以
上
、
平
成
十
九
年
度
は
、
財
政

再
建
に
向
け
、
経
常
経
費
の
包
括
予

算
編
成
に
取
り
組
む
な
ど
、
限
ら
れ

た
財
源
を
重
点
的
か
つ
効
果
的
に
配

分
す
る
こ
と
で
、
め
り
は
り
の
あ
る

予
算
編
成
に
努
め
ま
し
た
の
で
、
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。 

 

歳
入 

歳
出 

特
別
会
計 

■特別会計・水道事業会計の規模 
会　　　計  当初予算額 

特

別

会

計

 

競 艇  
国民健康保険 
国 保 診 療 所  
公 共 下 水 道  
駐 車 場  
老 人 保 健  
介 護 保 険  
農業集落排水 
養護老人ホーム 

632億6,000万円 
114億1,800万円 
1億4,640万円 
27億8,000万円 
2億9,500万円 

115億4,910万円 
59億9,900万円 
2億4,700万円 
1億7,500万円 

▲3.1 
12.6 
▲9.9 
▲15.9 
▲0.3 
▲3.4 
▲0.2 
▲39.8 
▲38.5

水 道 事 業 会 計  46億490万円 21.6

増減率（％） 

■一般会計予算・歳出・目的別構成比 
区　　　　分 当初予算額 構成比（％） 増減率（％） 

▲0.1 

▲0.5 

3.2 

▲3.1 

▲23.9 

▲12.7 

▲3.4 

▲3.2 

13.1 

21.2 

▲3.7 

皆減 

0.0 

2.3

議 会 費  

総 務 費  

民 生 費  

衛 生 費  

労 働 費  

農 林 水 産 業 費  

商 工 費  

土 木 費  

消 防 費  

教 育 費  

公 債 費  

諸 支 出 金  

予 備 費  

歳 出 合 計  

3億8,189万円 

47億2,278万円 

125億100万円 

36億911万円 

1億7,782万円 

7億6,378万円 

4億3,847万円 

32億6,849万円 

15億4,855万円 

49億9,393万円 

37億4,418万円 

0 

5,000万円 

362億円 

1.1 

13.1 

34.5 

10.0 

0.5 

2.1 

1.2 

9.0 

4.3 

13.8 

10.3 

0.0 

0.1 

100.0

■一般会計予算・歳入・構成比 
区　　　　分 当初予算額 構成比（％） 増減率（％） 

市 税  
地 方 譲 与 税  
利 子 割 交 付 金  
地方消費税交付金 
自動車取得税交付金 
地方特例交付金  
地 方 交 付 税  
分担金及び負担金 
使用料及び手数料 
国 庫 支 出 金  
県 支 出 金  
財 産 収 入  
繰 入 金  
諸 収 入  
市 債  
そ の 他  

歳 入 合 計  

134億9,146万円 
3億8,800万円 
7,300万円 

10億4,700万円 
2億3,150万円 
1億3,940万円 
68億2,800万円 
7億3,492万円 
9億3,681万円 
33億8,207万円 
20億3,469万円 
1億4,975万円 
17億708万円 
9億9,360万円 
38億9,400万円 
1億6,872万円 

362億円 

37.3 
1.1 
0.2 
2.9 
0.6 
0.4 
18.9 
2.0 
2.6 
9.3 
5.6 
0.4 
4.7 
2.7 
10.8 
0.5 

100.0

10.2 
▲67.6 
21.7 
4.7 
15.8 

▲56.4 
▲0.9 
▲2.1 
▲3.6 
3.2 
9.2 

▲53.6 
▲14.6 
▲52.9 
84.6 
148.0 

2.3

■一般会計予算・歳出・性質別構成比 （単位：％） 
平成19年度 

一般会計当初予算 
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義務的 
　　経費 

人件費 

24.8

扶助費 

16.9

52.0

公債費 
10.3

普通建設 
事業費 

12.4

12.4

物件費 
13.3

繰出金 

10.4

補助費等 
9.3

　その他の 
経費 

35.6

投資及び 
出資金・ 
貸付金 1.9

その他 0.7

投資的 
経費 


